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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　セメント焼成装置に付設され、該セメント焼成装置で発生した熱を反射して炉床で廃棄
物等を加熱する反射炉である焙焼炉と、
　該焙焼炉の排ガスを前記セメント焼成装置の８００℃以上の温度領域に戻す返還路とを
備えることを特徴とする有価物回収装置。
【請求項２】
　前記焙焼炉の内部は、前記セメント焼成装置の８００℃以上の温度領域に面することを
特徴とする請求項１に記載の有価物回収装置。
【請求項３】
　セメント焼成装置に付設され、該セメント焼成装置からの燃焼ガスによって廃棄物等を
加熱する定置炉である焙焼炉と、
　該焙焼炉の排ガスを前記セメント焼成装置の８００℃以上の温度領域に戻す返還路とを
備えることを特徴とする有価物回収装置。
【請求項４】
　前記セメント焼成装置からの燃焼ガスの分取場所が５００℃以上、１２００℃以下の温
度領域に存在することを特徴とする請求項３に記載の有価物回収装置。
【請求項５】
　前記焙焼炉の内部に、大気、Ｏ2ガス、Ｎ2ガス、水及び水蒸気から選択される一以上を
供給し、該焙焼炉の内部の温度及びＯ2濃度の調節を行う温度・Ｏ2濃度調節手段を備える
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ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれかに記載の有価物回収装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有価物回収装置に関し、特に、廃棄物等からレアメタルやレアアースなどの
有価物を回収する装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、廃棄物等からレアメタルなどの有価金属を回収するには、まず廃棄物等を焙焼し
て有機物等の不純物を除去し、これによって得た灰を薬液処理して対象とする有価金属を
抽出する方法が一般的に用いられる。
【０００３】
　上記廃棄物等を焙焼する設備としては、廃棄物等の性状や大きさに応じ、連続式又はバ
ッチ式が選択され、炉方式もロータリー型や定置型等種々のものが用いられる。レアメタ
ルなどの微量かつ高価な金属を回収する場合には、少ロットで、灰を飛散させずに回収す
る観点からバッチ式の定置炉が主に用いられる。
【０００４】
　焙焼温度も回収対象の金属によって異なるが、有機分の除去を目的とするため数百～千
数百℃の範囲である。焙焼時に発生するガスは、ＣＯや炭化水素ガスを多量に含むために
排ガス処理が必要になると共に、ダイオキシン類（以下、「ＤＸＮｓ」という）の発生に
留意する必要がある。このため、焙焼時に発生したガスは、８００℃以上で二次燃焼させ
、二次燃焼後の排ガスは、冷却、酸性ガス処理及び除塵の各工程を経て大気に放出される
。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、上記従来の有価金属回収設備等においては、廃棄物等の焙焼や排ガスの二次燃
焼処理に大量の熱を消費するため、運転コストが高騰し、小規模のバッチ式の回収装置等
では、採算面から有価物の回収を実現するのが困難であるという問題があった。
【０００６】
　また、二次燃焼後のガスを効率よく冷却するにあたって、冷却設備を兼ねた熱回収設備
を付設することが考えられるが、小規模のバッチ式の回収装置等の場合には、運転面・採
算面から実現性に乏しい。また、この場合、ＤＸＮｓの再合成抑制のための急冷効果も失
われる可能性があり、環境面でも実現因難である。そのため、二次燃焼後のガスからは、
ほとんど熱回収されることなく廃熱されている状況にある。
【０００７】
　さらに、二次燃焼後のガスは酸性ガスを含み、特にプラスチックから持ち込まれる塩素
や硫黄分の処理のために水酸化ナトリウムなどの薬剤を用いる必要があり、この薬剤処理
費の負担が大きいという問題もあった。
【０００８】
　そこで、本発明は、上記従来の技術における問題点に鑑みてなされたものであって、運
転コストを低く抑えることができ、二次燃焼後のガス処理の負担を軽減することのできる
有価物回収装置等を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するため、本発明は、有価物回収装置であって、セメント焼成装置に付
設され、該セメント焼成装置で発生した熱を反射して炉床で廃棄物等を加熱する反射炉で
ある焙焼炉と、該焙焼炉の排ガスを前記セメント焼成装置の８００℃以上の温度領域に戻
す返還路とを備えることを特徴とする。ここで、有価物とは、金属、レアメタル、レアア
ースなど、経済上の価値のある有体物をいう。また、廃棄物等とは、不用として捨て去ら
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れる廃棄物に加え、売却可能な物も含むことを意味し、以下の説明においても、同様の意
味で使用する。
【００１０】
　そして、本発明によれば、有価物を回収する焙焼炉にセメント焼成装置で発生した熱を
有効利用することで、焙焼炉のための燃料供給設備が不要となると共に、運転コストを低
く抑えることができる。また、セメント焼成装置内に存在する多量のＣａＯによって酸性
ガスを処理することができ、酸性ガスを処理するための特別な処理装置も不要となり、従
来と比較して設備コスト及び運転コストを大幅に低減することができる。さらに、焙焼炉
の排ガスを返還路を介してセメント焼成装置の８００℃以上の温度領域に戻すことで、Ｄ
ＸＮｓを適切に処理することができると共に、発生した有機ガスからの熱回収が可能とな
る。
【００１２】
　上記有価物回収装置において、焙焼炉の内部を、前記セメント焼成装置の８００℃以上
の温度領域に面するように構成することができる。
【００１３】
　また、本発明は、有価物回収装置であって、セメント焼成装置に付設され、該セメント
焼成装置からの燃焼ガスによって廃棄物等を加熱する定置炉である焙焼炉と、該焙焼炉の
排ガスを前記セメント焼成装置の８００℃以上の温度領域に戻す返還路とを備えることを
特徴とする。そして、本発明によれば、上記発明と同様に、廃棄物等から有価物を回収す
るにあたり、従来と比較して設備コスト及び運転コストを大幅に低減することができる。
また、ＤＸＮｓを適切に処理することができると共に、発生した有機ガスからの熱回収が
可能となる。
【００１４】
　上記有価物回収装置において、前記セメント焼成装置からの燃焼ガスの分取場所を５０
０℃以上、１２００℃以下の温度領域とすることができる。また、前記焙焼炉の内部に、
大気、Ｏ2ガス、Ｎ2ガス、水及び水蒸気から選択される一以上を供給し、該焙焼炉の内部
の温度及びＯ2濃度の調節を行う温度・Ｏ2濃度調節手段を備えることができる。これによ
って、焙焼炉の内部の温度及びＯ2濃度を適正に維持し、効率よく廃棄物等から有価物を
回収することができる。
【発明の効果】
【００１６】
　以上のように、本発明によれば、運転コストを低く抑えることができ、二次燃焼後のガ
ス処理の負担を軽減することのできる有価物回収装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明にかかる有価物回収装置の第１の実施形態を示す全体構成図である。
【図２】本発明にかかる有価物回収装置の第２の実施形態を示す全体構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　図１は、本発明にかかる有価物回収装置の第１の実施形態を示し、この有価物回収装置
１は、セメント焼成装置２に付設された廃棄物等焙焼炉（以下、「焙焼炉」と略称する）
１１を備える。尚、セメント焼成装置２を構成するセメントキルン３、クリンカクーラ４
、プレヒータ５及び仮焼炉６については、セメント製造装置で一般的に用いられているも
のであり、これらについての説明は省略する。
【００１９】
　焙焼炉１１は、セメントキルン３と仮焼炉６との間に位置する立上部７に接続された反
射炉であって、焙焼炉１１の内部が立上部７の内部に連通し、セメント焼成装置２で発生
した熱を反射して炉床で廃棄物等Ｗを加熱する。焙焼炉１１の内壁には耐火レンガが配設
されると共に、焙焼炉１１の内部の温度及びＯ2濃度の調節を行うための大気等を供給す
るためのノズル（温度・Ｏ2濃度調節手段）１２と、廃棄物等Ｗを載置するセラミック製
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等のトレイ１３と、立上部７からのダストの侵入を阻止するための堰１４と、トレイ１３
を焙焼炉１１内に出し入れするための扉１５とが設けられる。
【００２０】
　次に、上記構成を有する有価物回収装置１の動作について図１を参照しながら説明する
。
【００２１】
　セメントキルン３の運転時に、プレヒータ５に供給されたセメント原料Ｒは、プレヒー
タ５で予熱され、仮焼炉６で仮焼された後、セメントキルン３にて焼成されてセメントク
リンカが生成される。このセメントキルン３の運転時には、立上部７の内部は、９００℃
～１１００℃程度になるため、この温度領域に面した焙焼炉１１の内部で、反射熱を利用
してトレイ１３に載置した廃棄物等Ｗを５００℃～９００℃程度の温度で焙焼することが
できる。この際、堰１４によって立上部７からのダストの侵入を阻止しているため、焙焼
した廃棄物等Ｗの表面に付着するダストを少量に留めることができる。また、焙焼炉１１
を立上部７の含塵量の少ない空間に接続することで、廃棄物等Ｗの表面に付着するダスト
の量を少なくすることもできる。
【００２２】
　焙焼した廃棄物等Ｗは、扉１５から取り出し、表面に付着しているダストを除去し、廃
棄物等Ｗの灰に薬液処理等を行い、有価物を回収する。
【００２３】
　上記廃棄物等Ｗは、例えば、自動車用のリチウムイオンバッテリの規格外品や、使用済
みの携帯端末用乾電池等の不用な電池に加え、携帯端末やパソコンの基板、金属を含有す
るスクラップ類、フィルタ、ＩＣチップ、各種フィルム、自動車用のワイヤーハーネスに
付属するコネクタなどの不用品等の廃棄物のみならず、売却可能な物も含むものであって
、これらから、リチウム、コバルト、マンガン、ニッケル等の有価物を回収することがで
きる。回収することができるのは、処理する廃棄物等Ｗに応じ、上記レアメタルに限らず
、その他のレアメタル、レアメタル以外の金属やレアアースなど、経済上の価値のある様
々な有体物である。
【００２４】
　立上部７から焙焼炉１１の内部に侵入するセメントキルン３の燃焼排ガスは、Ｏ2濃度
が低いため、ノズル１２より適宜大気を供給し、焙焼炉１１の内部のＯ2濃度を高めて廃
棄物等Ｗを焙焼することができる。また、Ｏ2濃度の調節だけでなく、焙焼炉１１の内部
温度を調節する目的で種々のガスを供給することができ、例えば、前述の大気以外に、Ｏ

2ガス、Ｎ2ガス、水、水蒸気等を供給してもよく、これらを単独で、又は２つ以上を同時
に供給することもできる。
【００２５】
　焙焼炉１１の内部で廃棄物等Ｗの焙焼により発生したガスは、そのまま立上部７に戻し
、セメントキルン３の燃焼排ガスと共に下流側で処理する。具体的には、発生したＣＯや
炭化水素ガスを仮焼炉６で燃焼させたり、廃棄物等Ｗ由来の塩素や硫黄分によって生じた
酸性ガスをセメント原料Ｒに含まれる多量のＣａＯによって処理したり、ＤＸＮｓを高温
で分解し、その後急冷してＤＸＮｓの再合成を抑制することができる。
【００２６】
　尚、上記実施の形態においては、焙焼炉１１をセメントキルン３と仮焼炉６との間に位
置する立上部７に配置した場合について説明したが、焙焼炉１１は、立上部７以外に、仮
焼炉６やクリンカクーラ４等に配置することもできる。
【００２７】
　次に、本発明にかかる有価物回収装置の第２の実施形態について、図２を参照しながら
説明する。
【００２８】
　この有価物回収装置２１は、セメント焼成装置２に付設され、立上部７から分取した燃
焼ガスＧ１の除塵を行う集塵機２２と、除塵後の燃焼ガスＧ２によって廃棄物等Ｗを直接



(5) JP 5697251 B2 2015.4.8

10

20

30

40

50

加熱して有価物を回収する焙焼炉としての定置炉２３と、定置炉２３から排出されたガス
Ｇ３を立上部７等に戻すためのファン２６と、ファン２６の吐出口と立上部７等とを接続
する返還路（不図示）とを備える。また、定置炉２３の内部の温度及びＯ2濃度の調節を
行うため、除塵後の燃焼ガスＧ２に大気等の調節用ガスＡを供給するための温度・Ｏ2濃
度調節手段（不図示）が設けられる。
【００２９】
　定置炉２３の内壁には耐火レンガが配設されると共に、廃棄物等Ｗを載置するセラミッ
ク製等のトレイ２４と、トレイ２４を定置炉２３内に出し入れするための扉２５とが設け
られる。
【００３０】
　次に、上記構成を有する有価物回収装置２１の動作について図２を参照しながら説明す
る。
【００３１】
　上述のように、セメントキルン３の運転時には、立上部７の内部は、９００℃～１１０
０℃になり、この温度領域から分取した燃焼ガスＧ１に含まれるダストを集塵機２２で除
去した後、燃焼ガスＧ２に調節用ガスＡを供給し、定置炉２３の内部を５００℃～９００
℃程度に調整し、トレイ２４に載置した廃棄物等Ｗを直接加熱する。この際、集塵機２２
によってダストを回収しているため、定置炉２３の内部に侵入するダストは少なく、焙焼
した廃棄物等Ｗの表面に付着するダストを少量に留めることができる。また、立上部７の
含塵量の少ない空間から燃焼ガスＧ１を分取することで、廃棄物等Ｗの表面に付着するダ
ストの量を少なくすることもできる。
【００３２】
　焙焼した廃棄物等Ｗは、扉２５から取り出し、表面に付着しているダストを除去し、廃
棄物等Ｗの灰に薬液処理等を行い、有価物を回収する。
【００３３】
　上記廃棄物等Ｗや回収することができる有体物は、第１の実施形態と同様である。また
、セメントキルン３の燃焼排ガスＧ１は、Ｏ2濃度が低いため、適宜調節用ガスＡとして
大気を供給したり、定置炉２３の内部温度を調節する目的でＯ2ガス、Ｎ2ガス、水、水蒸
気等の種々の調節用ガスＡを供給することについても第１の実施形態と同様である。
【００３４】
　定置炉２３の内部で廃棄物等Ｗの焙焼により発生したガスＧ３は、ファン２６及び返還
路を介して立上部７に戻し、セメントキルン３の燃焼排ガスと共に下流側で処理する。具
体的な処理方法も第１の実施形態と同様である。
【００３５】
　尚、上記実施の形態においては、セメントキルン３と仮焼炉６との間に位置する立上部
７から燃焼ガスＧ１を分取したが、５００℃～１２００℃の燃焼ガスを分取することがで
きるのであれば、セメント焼成装置２の他の場所から分取してもよく、例えば、クリンカ
クーラ４の排ガスを分取することもできる。
【００３６】
　また、定置炉２３から排出されたガスＧ３を立上部７に戻したが、立上部７以外にも、
プレヒータ５の８００℃以上の温度領域の箇所に戻すことも可能である。
【００３７】
　さらに、定置炉２３は、トレイ２４に載置した廃棄物等Ｗを直接加熱するものの他、間
接的に廃棄物等Ｗを加熱する形式であってもよい。
【符号の説明】
【００３８】
１　有価物回収装置
２　セメント焼成装置
３　セメントキルン
４　クリンカクーラ
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５　プレヒータ
６　仮焼炉
７　立上部
１１　焙焼炉
１２　ノズル
１３　トレイ
１４　堰
１５　扉
２１　有価物回収装置
２２　集塵機
２３　定置炉
２４　トレイ
２５　扉
２６　ファン

【図１】 【図２】
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